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① ―――はじめに 

本研究では百貨店における既存の問題点を明らかにし、

百貨店のロイヤリティ形成に関する有効な新モデルを提

案することを目的とする。 

本研究の背景として、百貨店業界の業績が年々悪化して

いることが挙げられる。日本市場全体を見てみると、現在

日本の企業はリーマンショックに端を発した経済不況に

より業績が二極化している。我々が着目し、本研究の対象

として選定した百貨店業界も例外ではない。百貨店業界は

リーマンショック以前から業績は悪化していたものの、近

年下げ幅を増加し14年連続の売上減尐という状況にある。 

そこで我々は百貨店業界の再生のためには今、何ができ

るのか、我々が普段学んでいるマーケティングの力で、新

たな突破口を見つけ出し業績の悪化に歯止めをかけたい、

という思いから本研究を進めることにした。 

我々は本研究を始めるにあたって、まず百貨店の過去か

ら現在までの変遷を探り、百貨店の特徴であったストア・

ロイヤリティが薄れてしまっていることが明らかになっ

た。そのような背景から百貨店再生のためには新たなロイ
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ヤリティを形成することが重要だと考えた。そこで我々は

定性調査を行い、現状で百貨店が抱える問題点を抽出した。

その結果から百貨店業界においては消費者それぞれが持

つイメージが深く関与しているのではないかという視点

に気付いた。百貨店と聞いたとき、皆さんはどのようなイ

メージを抱くだろうか。高級感がある、提供されるサービ

スレベルが高い、居心地の良い空間など、場所としての特

別感を感じる人が多いだろう。しかし一方で、入るのに抵

抗がある、ちょっと接実が過剰などといった苦手意識を抱

く人も尐なくないと言える。すべての消費者に対し同じサ

ービスを提供しているにも関わらず、同じサービスが消費

者にとってそれぞれ正と負のイメージに関与していると

いうことは、現在百貨店が力を入れている接実力やサービ

ス（以下、パフォーマンス）の向上が必ずしも百貨店が今

後ロイヤリティを形成していく中で最良の方法であると

は言えないのではないかという疑問を抱いた。その後ロイ

ヤリティの形成における既存研究をレビューしたが、既存

研究のロイヤリティ形成についてのモデル図では、我々が

定性調査で導き出した、業界に対する潜在イメージについ

て触れられているものはなかった。 

そこで我々は、百貨店のロイヤリティ形成に関する新モ

デルとしてパフォーマンスの前にイメージや先入観とい

った潜在イメージが入るものを提案し、イメージがパフォ

ーマンスに対しどのように影響するのかを仮説によって

検証し、業界再生にあたりロイヤリティ形成に有効なモデ

ルとして提唱することとした。 

以上のように研究を進めるにあたって本論文は以下の

ような構成をとる。まず、序論として日本における社会状

況から業界を選定し、近年の消費者性向について述べる。

そして、本論として百貨店の歴史と現状に触れ、ロイヤリ

ティやイメージに関する既存研究のレビューを行い、問題

提起、仮説提唱・仮説検証、検証結果を踏まえた上での新

提案について述べる。最後に、結論と今後の展望について

述べる。 

② ―――序論 

１． 近年の社会状況 

近年、日本経済は戦後最大の経済危機に直面している。

日本経済の深い景気後退は 2008 年に発生した米国発のリ

ーマンショック1や同時期に発覚し出したサブプライムロ

ーン問題2などをはじめとした金融危機によって引き起こ

された。 

図表１と図表２を見ると、实際に「日本の輸出入総額」

と「日本企業の設備投資」はリーマンショック発生後の

2008年から大幅に減尐している事がわかる。 

 

■図表１．日本の輸出入総額            

 

（出典 財務省『貿易統計』） 

 

■図表２．日本企業の設備投資          

 

（出典 日本政策投資銀行『設備投資計画調査』） 

                                                   
1米国の大手投資銀行・証券会社リーマンブラザーズの経

営破綻とその副次的な影響により世界の金融市場と経済

が危機に直面した一連の出来事を指す。 
2米国の低所得者向け住宅ローンのこと。サブプライムロ

ーンの信用力低下が金融商品の信用力の低下へつながり

世界的な株価の暴落を招いた。 



3 

 

また、日本の景気を総合的に判断する事が出来る「景気

動向指数3の一致指数」4の図表３を見てみると2010年から

2011年にかけて徐々に回復傾向はあるものの、2008年、

2009年には大きく下落をし、1985年以来過去最低値を記

録した。 

 

■図表３．景気動向指数の一致指数            

 

（出典 内閣府『景気統計』） 

 

この時期は企業の明暗を分けた時期でもあり、戦後最も

企業の倒産数の多い年でもあった。「年半期別全国企業倒

産件数」の図表４を見てみると、こちらも2009年上半期か

らは倒産数が５期連続減尐傾向ではあるものの、2006年の

上半期から2008年下半期にかけては倒産数が大幅に増加

していた。この事からこの時期に日本企業の負け組と勝ち

組がはっきり分かれたと言える。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3景気動向指数：景気の動きや変化を総合的に見る事の出来

る統計データ。 
4大きく分類すると、景気変動を先取りして動く「先行指

数」、景気と並行して一緒に動く「一致指数」、景気の変化

よりも遅れて動く「遅行指数」に分けることが出来る。 

 

■図表４．日本企業の倒産件数          

 

（出典 帝国データベース『全国企業倒産集』） 

 

さらに日本経済は、現在、尐子高齢化という問題に直面

している。尐子化は労働力の減尐、購買力の縮小に直結す

る。「日本の人口推移」の図表５を見てみると、日本の人

口推移は2006年がピークの１億2774万人であり、2050 年

の人口は約１億人（これは 1970年レベルに相当する）、

2100年の人口は6414万人（これは1930年レベルに相当す

る）、100年後には日本の人口は半分になるとさえ言われて

いる。 

 

■図表５．日本の人口推移           

 

（出典 文部科学省『人口動向』） 

 

この様な状況で一番の危機に直面している業界は、国内

の需要に強く依存している業界の一つの小売業界である。

实際に小売業界の「年半期別全国企業倒産件数と負債額」
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である図表６を見てみると小売業界の倒産件数と負債額

は2008年から2009年にかけて増加をし、倒産件数も多い

ことがわかる。 

 

■図表６．年半期別全国企業倒産件数と負債額           

 

（出典 帝国データバンク『2010 年度統計調査』） 

 

小売業界の中でも近年業績の悪化が顕著に表れている

のは百貨店業界である。図表７の「百貨店業界の売り上げ

推移」を見てもわかる通り、百貨店業界の売り上げは14年

連続減尐傾向にある。2008年の金融危機以前から売り上げ

の減尐は始まっていたが、2008年の金融危機後、さらに業

績が悪化し、百貨店業界は非常に厳しい業界である事がこ

のグラフから読み取れる。 

 

■図表７．百貨店業界の売上推移         

 

（出典 日本百貨店業界『全国百貨店売上高概要』） 

 

以上の事から日本経済は、リーマンショックやサブプラ

イムローン問題などの世界的な金融危機で一度大打撃を

受け、現在は回復傾向にあるものの、企業の倒産数は依然

バブル崩壊後の水準である。我々は、さらにその中でも尐

子高齢化の影響による内需の減尐なども重なり、今後苦戦

をしいられる事が予想される百貨店業界について研究を

進める事とした。 

 

２．消費者性向の変化 

日本における消費者の購買活動は、バブル崩壊や世界同

時不況などの影響を受け、大きく変化している。この章で

は、消費者性向が具体的にどのように変化しているのか、

大きく分けて“低価格・節約志向の強まり”、“モノ消費か

らコト消費への移行”の２点に触れながら述べていきたい。

また変化する消費者性向のもと、百貨店がどのようにこれ

に対応していけば良いか考察していく。 

 

（１）節約志向の高まり 

消費者と経済は密接に関係しており、その時代や景気の

動向、株価の変動、可処分所得の増加など経済の流れに大

きく影響を受け購買活動を行っている。また、個人の消費

も経済に大きな影響を及ぼしている。特にバブル崩壊から

の日本経済は長期的な不況に陥っており、所得が減尐した。

図表８の厚生労働省発表の「平成 20 年調査」の「１世帯

当たり平均所得金額の年次推移」によれば、平成 10 年と

19 年を比較すると、所得は約 100 万円程度減尐している。 

 

■図表８．1 世帯あたりの平均所得金額の年次推移               

 

（厚生労働省 HP『平成 20 年調査』より） 
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景気の影響を受けた消費者は無駄遣いをせずに節約を

行い、高価な商品ではなく低価格な商品を購買するように

なったことが伺える。 

次に、消費者の志向がどのように変化しているのかを個

人消費変化に沿って述べていく。 

まずは、個人の消費支出がどのように変化しているのか

をみていきたい。総務省統計局の「消費实態調査」による

と、家族が２人以上世帯の１か月消費平均消費支出は、

1994 年は 4 万 4661 円だったのに対し、98 年には 22 万

586 円と、年々消費における支出は増加している。特に、

97 年代後半から 99 年までその伸び幅が非常に大きいこと

がわかる。一方で、2000 年から次第に消費が減尐してお

り、消費に対して慎重になり始めていることが伺える。ま

た、図表９の内閣府国民生活局が 2010 年度に实施した「景

気変動などに関する国民の意識・行動調査」によれば实際

に約 45%が世帯収入の減尐を感じており、2009 年と比較

すると収入が減尐したと感じた回答者が約 10％増加した

という。 

 

■図表９．GDP に占める家計最終消費支出の構成比                   

 

（内閣府 HP『平成 17 年度国民経済計算確保』より） 

 

さらに大橋（2009）によれば、生活費が減尐しているこ

とを最大要因として、9 割が買い物の際に節約を行ってい

る。消費者は外食、衣類品・身の回り品など特に衣食住へ

の節約意識が高い消費者が多いという。図表１０によると、

所得不安や将来の仕事への不安、増税のために消費支出を

抑えた人が多いことが伺える。 

■図表１０．消費を控えた理由            

 

（出典 大橋（2009）より） 

 

 近年、年々増加傾向であった消費者の収入が、バブル崩

壊以降減尐傾向にある。同時に消費者は、将来的な収入確

保の不確实性や雇用問題などの不安を抱えている。このよ

うな流れから、消費者は消費を抑え、同じものを継続的に

使うなど、節約しながら消費活動を行うようになったと考

えられる。以上のことから、消費者の中で「節約志向」が

強まっていることが伺える。 

 

（２）低価格志向の高まり  

ここでは、統計局の「家計調査」（2008）の一人当たり

の生鮮食品・衣料品の購入価格指数5を取り上げ、その結果

から消費者の意識の変化を述べていきたい。 

まず、図表１１の「生鮮食品の購入価格指数」をみると、

1989年から 92年にかけて購入価格指数は非常に高い値を

示していることがわかる。しかし、92 年以降は継続的に減

尐しており、価格が徐々に下がっていることがわかる。一

方で、購入価格指数が減尐すると、購入数量指数も徐々に

増加していることが伺える。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5 購入価格指数とは支出金額指数を購入数量指数 

で除することにより算出。 

一時的所

得が減尐

したから 

一時的で

はなく今

後も所得

が減尐し

ていくと

感じた… 

将来の仕

事や所得

不安やな

ど不確实

性が強

まった… 

増税や社

会保障負

担引き上

げが見込

まれるか

ら 

% 17.6 47.3 58.8 47.3 

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 



6 

■図表１１．生鮮食品の購入価格指数     

 

（出典 統計局 『家計消費の動向』より） 

 

また、図表１２の「衣料品における購入価格指数」をみ

ると、昭和後半から平成初期にかけ増加しているにも関わ

らず、バブル崩壊時期から急激に減尐していることがわか

る。購入数量指数はあまり変動がないが、平成 5 年から 9

年まで上昇していることから、商品の価格が下がると購入

数量が増えることがわかる。 

 

■図表１２．衣料品における購入価格指数                  

 

（出典 統計局 『家計消費の動向』） 

 

つまり、年々消費者の低価格志向が強まりをみせているこ

とや低価格商品を好む消費者が増えてきたことから、商品

の低価格化が進んでいることが伺える。 

 

 

 

（３）「モノ消費」から「コト消費」へ 

以上消費者が購買活動を行う際に、「節約志向」「低価格

志向」の意識が近年強くなってきていることを述べてきた。 

次に２つ目の消費者性向の変化であるモノ消費6からコ

ト消費7への移り変わりを述べていきたい。 

日本にある消費経済の発展過程は、大きく２つに分ける

ことができる。1970 年末から 80 年初頭までを“成長型消

費社会”、1980 年後半からバブル崩壊前までを“成熟型消費

社会”と理解されている。 

初めに、成長型消費社会から見ていきたい。成長型消費

社会における日本では、60 年代前半からの技術革新投資に

よる近代化を図ったため、高度成長期に突入した。その余

韻を受け、次第に 1 人あたりの所得が増加し、大量生産に

よる耐久消費材が普及した。また、この時期から食生活も

豊かになり始め、国民の消費活動も潤いを見せ始めた。消

費者の必需品を見ても、必要最低限のモノしか並んでいな

かった 1960 年代と異なり、必需品の内容に“余裕”と“豊か

さ”が感じられるようになった。この頃の消費者の特徴と

して、物的満足を充实させるためのモノ消費が主流であっ

たといえる。そして、尐しでも他人に追いつくために、購

買活動を行ったのである。また、耐久財の普及（冷蔵庫、

洗濯機、掃除機など）により、多くの女性の余暇時間が増

加し、より購買活動が盛んになったといえる。 

一方、1980 年末からの成熟型消費社会では、バブル経

済期に突入し、長期的なインフレから人々はかつてないほ

どの消費を行った。借金をしてまでも、自分が持てる以上

のモノを購買し、高級輸入車を乗り回したり、ブランドの

衣類を身に着けたりして、他人と差別化したライフスタイ

ルを築き、自分のウォンツを充足するための購買活動を行

ったという特徴が見られる。つまり、心的満足や価値創造

を優先するコト消費が主流であったといえる。 

以上のことをまとめると、成長型消費社会では、消費者

の所得が増加したことにより、物的満足を充实させるため

に購買活動を行っていた。しかし、成熟型消費社会へ突入

                                                   
6  モノ消費：商品・サービスそのもの。商品・サービスの

物質的およびその派生的な技術の高さ。 
7コト消費：商品サービスの本質的購入目的であり、使用す

ることによって得られる満足および結果満足。購買意欲を

誘う誘発価値にもなりえる。 



7 

後は、ブランド志向の強まりや、他者との差別化を図るこ

とで独自のライフスタイルを確立し、自分の欲求にあった

ものを購買するという心的満足を充实させるための購買

活動を積極的に行うスタイルへと変化していった。 

これらのことから、成長型消費社会での買い物経験の積

み重ねにより、成熟型消費社会では消費者が今までに体験

したことのないような高レベルなニーズやウォンツを求

めるようになったといえる。つまり、単に商品の实用的機

能だけではなく、ファッション機能や情緒的機能、付加価

値などを商品に兼ね備えていないと消費者の嗜好に合わ

なくなったということである。 

近年において、この消費者が商品・サービスを消費する

ことによって得られる満足が、企業にとっても消費者にと

っても重要になってきている。また、高岡(2008)によれば、

満足度は再購入や購買意欲の向上に大きな影響を及ぼす

ことがわかっている。また顧実ロイヤリティにも密接に関

係しているという。 

 

（４）まとめ 

以上より、近年の消費者は無駄な消費をせずに、その人

が必要だと感じる商品のみを購買しているとともに、低価

格な商品を選好することがわかった。このような消費者性

向の変化を受け多くの企業は、“価格破壊”8、つまり、大量

仕入れや大幅なコスト削減を行い、従来の商品よりもかな

り安値で消費者に商品・サービスを提供するようになった。

これに加えて、円高による輸入量の増加や海外企業との競

争の激化、郊外の大型安売り店や現存の大型小売店の低価

格商品の開発により、以前に比べて消費者は手ごろな価格

の商品を手にする機会が多くなった。 

しかしながら、企業が消費者の「節約志向」「低価格志

向」に対応することにより、商品の“価格破壊”が継続的に

起こると、企業の収益は伸び悩み、歯止めのきかない価格

競争へと発展していくといえる。 

このような流れの中、百貨店は消費者にモノやサービス

を提供する際に、「高級感」や「品質・サービスの質の高

さ」を重視している点や、今まで築き上げてきた「ブラン

                                                   
8大量仕入れやコスト削減などを行い、従来の価格よりも

大幅に安く商品の販売やサービスの提供を行うこと。 

ドイメージ」が失われてしまうという点から、他の小売店

のように価格の値下げに対応することが出来ていない。そ

のため、消費者の「節約志向」「低価格志向」の流れに対

応することが難しいのである。その結果、近年では、百貨

店から実足が遠のいている。日本百貨店協会によれば、売

上も 1991 年に約 9 兆 7 千万円あったのに対し、2010 年に

は約 6 兆 2 千万円に大幅に減尐している。一方で、イオン

など大型ショッピングセンターは売上を徐々に伸ばして

いることから、以前まで百貨店を利用していた消費者が、

他の小売店へと流れてしまい、深刻な「百貨店離れ」が進

んでいることがいえる。これは、現在百貨店が直面してい

る問題の一つでもある。 

 百貨店は、「節約志向」「低価格志向」が強まる中で、価

格競争に対応することができない。しかし、百貨店は、他

の小売店では持ち合わせていない「高級感」「品質・サー

ビスの質の高さ」などの強みを持っている。今後、百貨店

は、その独自の強みを活かし、消費者がモノを消費したり、

サービスを消費した際に、より強い心的満足を消費者に提

供していくことが重要であると、我々は考える。 

③ ―――本論 

１． 百貨店の歴史と現状 

（１）百貨店の歴史と経緯 

百貨店は、19 世紀の半ばにフランスのパリに育成した。

世界で最初の近代的小売業態であり、フランスから世界各

国に伝播していくうちに各地域の環境諸要因の違いなど

によってかなり多様化していきている。業態間競争の激し

いアメリカなどでは、ほとんどの百貨店がその業態として

原型から大幅に遊離してしまっているといっても良いか

もしれない。アメリカと比べると商習慣や規制等によって

さまざまな規約を受けてきたわが国の百貨店の場合は、異

種業態小売業との競争が回避されてきたことなどもあっ

て、ひたすら統合化・大型化し、欧米諸国とは違った独自

の成長を遂げてきているといえるだろう。 

 Ｈ．バスダーマジャン（Hrant Pademadijian）が、ア

メリカの文明評論家として名高いルイス・マンフォード

（Lewis Munford）の「百貨店とは、量産に対応して円滑

に連動された一つの機械装置である」という記述に直接的
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に引用しているごとく、その生成期においては、産業革命

を契機とする生産活動の量産体制への移行と百貨店の誕

生とは密接なつながりがあったといえる。 

 産業革命の進展は、従来の都市を工業都市に移行させる

とともに新たに多くの工業都市の生成を促し、都市構造そ

のものに一つの大きな変化をもたらした。すなわち、産業

革命の進展にともない工業にたずさわる人々が都市住民

の主要な部分を占めるようになって都市における消費市

場の核となる一方、百貨店は、その都市圏全般にわたって

広域的に消費需要を喚起し工業化によって量産される商

品を量販する総合大型小売店にという役割を担ったわけ

である。さらに、百貨店は、その都市を構成する商業集積

の中心となる大型店舗として、単なる量販だけではなく、

そのマーチャンダイジングにそれぞれの都市文化を体現

し、各都市の小売流通を象徴する存在となっていったと言

えよう。 

 最初の百貨店として広く知られているアリステイド・ブ

ーシコーが１８５２年にフランスのパリで創業した「ボ

ン・マルシェ」は“出入り自由”、“陳列販売”、“正札販売”、

および、“返品自由”を掲げて低マージン・高回転率販売を

行い、近代的販売方式を实践する小売業として評価された

が、パスダーマジャンによるとその当初における取扱商品

はもっぱら反物に絞られていたようである。その後、取扱

商品種類をどんどん増やし、総合大規模小売店として“百

貨店”の態をなしたのは、ほぼ1860年ごろであったという。 

 このように、ボン・マルシェは最初の近代的こう売り業

であるとともに最初の百貨店であり、その両面が評価され

て広く注目を集め、同時期のヨーロッパ諸国やアメリカに

おける百貨店の生成に大きな影響を与えた。このボン・マ

ルシェが示した“総合的な商品の取り揃え”によって“広域

的に顧実を吸引”し、“都会的な賑わいを演出して消費を喚

起”する総合大規模小売店の特質こそ、百貨店を業態とし

て評価する際の要点であり、それぞれの都市を構成する小

売商業集積の中心に位置してその特質をいかんなく発揮

することになる。 

 さらに百貨店の発展の背景には、近代都市インフラの一

つである公共交通機関の整備があったことに留意する必

要があるだろう。都市の中心部に位置して、広域的に顧実

を吸引するためには、公共交通機関網の発展は百貨店が生

成する基本条件の一つであり、ボン・マルシェの創業時に

おいては、すでに乗合馬車や鉄道馬車が営業していたと言

われているが、その後は、蒸気機関の利用によって更に整

備が図られ、地下鉄や郊外電車へと発展していくことにな

る。このような公共交通機関の整備とともに、１９世紀末

から２０世紀初頭にかけてヨーロッパ諸国やアメリカの

百貨店は飛躍的な発展を遂げ、明治維新以降、文明開化の

大波に洗われていた我が国の小売業界にも大きな影響を

もたらし、我が国における百貨店の生成につながった。 

 

（２）百貨店の先駆け――観工場 

明治の初頭・文明開化を求める世相の余韻冷めやらぬ中

で育まれたものの一つに「観工場」（カンコウバ）がある。

観工場は、明治 10（1887）年に上野公園で殖産興業政策

の一環として開催された第一回内国勧業博覧会で売れ残

った商品を売りさばくために、翌明治 11（1888）年に東

京府が設営した大型共同店舗であったが、そのような共同

店舗は、“観工場”という名称とともにその後も引き続き存

続し、明治 13（1890）年には民営となってあちこちに次々

に設営されるようになり、明治 20 年代から 30 年代（19

世紀末から 20 世紀初め）にかけて最盛期を迎えたと言わ

れている。呼称としては、時には「勧業場」とも呼ばれ、

関西でしばしば「観商場」と呼ばれるなど、多様な名称が

用いられていたようである。 

 観工場はそれまでの“座売り”に代わって“陳列販売”を採

用したことや、“掛値なし”でどの来店実にも同一価格で販

売したこと、“下足預かり”を行わずにそのまま土足で店舗

内に自由に出入りすることが出来たことなど、近代的小売

業としての特質がほとんどすべて備わっていたことに加

え、売場では博覧会を連想させるような賑わいが醸し出さ

れ、尐なくとも登場した当初は西洋文化を漂わせる各種の

商品の販売などを通して文明開化の名残の一端をにぎわ

っていたといえる。 

 都市の中心部に入り、“総合的な商品構成”によって“広域

的に顧実を吸引”したことと、その吸引力をさらに強化す

る“都市的雰囲気とにぎわい”が醸しだされていたこと、す

べての商品を“陳列販売”で“現金・掛値なし販売”を行った
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ことなどの諸点を踏まえて言えば、観工場は我が国におけ

る百貨店の先駆けであったと言っても差し支えない。 

 しかしながら、現实には、観工場にはもともと統一した

営業理念がなく、マーチャンダイジング力が脆弱であった

ことや、ほどなく粗悪な商品を取り扱うものが多くなった

ことなどから次第に衰退し、伝統ある有力呉服店が相次い

で百貨店に移行し始めるとともに、跡形もなく消滅してい

った。 

 現在では、我が国における百貨店は欧米の百貨店を導入

する形で伝統的呉服店から業態転換して育成したという

見方が大方の一致した見解になっているが、我が国に本格

的な百貨店が育成する以前の明治中期に、観工場が東京・

大阪という東西の大都市で幅広く定着し一般大衆顧実の

“買い物の場”であるとともに、“憩いの場”として親しまれ

る存在になっていたといえるだろう。 

 

（３）デパートメント・ストア宠言 

延宝元（1673）年、三井高利が、江戸本町に三越の前身

である呉服店「越後屋」を開業して“現金売り、掛値なし”

の商法を掲げて低マージン、高回転率販売を行い、ボン・

マルシェよりもはるかに早くから近代的小売販売を实践

していたことはとても興味深いといえる。その越後屋は、

明治後期以降欧米の影響を受けて我が国に百貨店を導入

する際にも先陣を切り、明治 38（1905）年１月２日、主

要全国紙に「当店販売の商品は今後一層その種類を増加し

凡そ衣服装飾に関する品目は一棟の下にて御用弁じ相成

候様設備致し、結局米国に行はるるデパートメント・スト

ーアの一部を实現可致し候事・・・・」という文章ととも

に１ページ大の広告を掲載し、株式会社「三越呉服店」と

して本格的な百貨店を目指すことになった。 

 この“デパート・ストア宠言”を契機に他の伝統的な有力

呉服店も次々と百貨店化に着目し、百貨店は近代都市の主

要な構成要素の一つとして広く認識されるようになり、そ

れぞれの都市および地域文化を体現して広く認識される

ようになり、小売流通の中心的な担い手の役割を果たして

いくことになる。 

 

 

（４）関東大震災後の百貨店 

 大正 12（1923）年の関東大震災によって東京を中心と

する多くの百貨店がいずれも著しい災害を被り、それらの

百貨店の再起に向けた積極的な営業活動は激しい百貨店

間の競争を巻き起こすとともに、我が国の百貨店業界全般

の一般大衆市場への積極的な進出につながっていった。 

 百貨店の大衆化は、具体的には“食料品や日用雑貨など

を含む商品構成の拡大”と、最初から一般大衆層を対象市

場として取り込んだ電鉄系“ターミナル百貨店の登場”に象

徴されようが、広く一般顧実層に訴える広告活動の实施な

ど、百貨店の一般大衆市場へのアプローチはすでに大震災

以前から始まりつつあり、大衆化への動きをもたらす諸条

件は震災とは関係なくある程度整いつつあったと言うべ

きだろう。現实にはそのような大衆化の動きはほとんど同

時期に関西地域にも及んでおり、ほどなく全国的な傾向と

して広がっていくことになる。 

 百貨店は、既述の通り、欧米における生成の経緯を踏ま

えて言えば、産業革命のもとで都市に集ってきた工場労働

者を中心とする一般大衆を対象として、量産される衣料品

など各種の商品を量販することを特色として生成してき

た近代的な小売業であり、まさに百貨を取り扱う“ワンス

トップショッピングの便宜”の提供や、“現金払い”“正札販

売”の实践といった一連の近代的な販売方式が広く一般大

衆顧実層を吸引することを可能にしてきたわけである。そ

のような“広く一般大衆層をも対象顧実”とするという点を

重視する観点に立って言えば、我が国における百貨店の本

格的な生成は、関東大震災以降であるといえる。 

 

（５）百貨店法の制定とスーパーの疑似百貨店 

 大震災を契機とする我が国における百貨店の大衆化は、

被災からの再起に向けて各百貨店が一斉に大衆市場の開

拓に乗り出したこともあって、百貨店間の熾烈な競争にさ

らなる拍車をかけるとともに、多くの中小小売業に深刻な

影響を及ぼすことになっていった。百貨店の大衆化が全国

的に広がるにつれてこのような中小小売業問題も全国的

に広がることとなり、その後間もなく世界経済全体を席巻

したあの 1929 年に始まる大恐慌の大波の最中には、“ター

ミナル百貨店”も登場し、百貨店間で“出張販売”“無料配達
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区域の拡大”“無料送迎”など、激しいサービス合戦を繰り広

げるに至り、ついに本格的な「反百貨店運動」を生起させ

て、やがて百貨店の営業活動を“許可制”という厳しい規制

のもとにおく「百貨店法」の制定へとつながった。 

 昭和 12（1937）年に制定された百貨店法は、通称「第

一次百貨店法」（1937～47）と呼ばれており、百貨店とし

ての営業、店舗の新設・増床、閉店、時刻、および、休業

日等に関する商工大臣による許可制と各種の販売・サービ

ス活動に関する“百貨店組合”を通じての自主規制という内

容であった。この法律の制定とほぼ同時期に、我が国のす

べての経済活動が戦時統制経済下に入り、さまざまな理由

からＧＨＱ（連合軍総司令部）の指令により廃止されるこ

とになり、結果的には、法としてほとんど適用されること

なく終わったといえる。 

 しかし、戦後統制経済の解除とともに逸早く営業活動を

活発化した百貨店は、急速な新設や増床によってまたもや

中小商業に脅威を与えることとなり、昭和３１年（1956）

年、再び百貨店法、通称「第二次百貨店法」（1956～74）

が制定されることとなった。戦後の百貨店法では、百貨店

組合の“自主規制”に関わっていた諸事情を新たに制定され

た「独占禁止法」に委ねることとし、“許可制”に関わって

いた諸事項は通産大臣の諮問機関として学識経験者で構

成される百貨店審議会に委ねられて、売場面積 1,500 ㎡以

上（政令指定都市では 3,000 ㎡以上）の大規模小売店を百

貨店として規制することとし、例え一店舗でも百貨店と認

定された小売企業は、個々の店舗の売り場面積の大きさに

関わらず新設・増設、閉店時刻、休業日等について許可制

という厳しい規制（企業単位の規制）を受けることになっ

た。 

 その頃、スーパーは、例え店内の売り場面積が大規模化

して百貨店法の適用を受ける大きさになっても、各階ごと

に別会社にするなどしてそれぞれ企業としては各売場面

積が百貨店法の適用を受ける大きさ以下になるという便

法をとることが事实上黙認されたため、实際の店舗規模

（総売場面積）としては既存の百貨店に匹敵する（百貨店

法の適用対象となる）総合大型小売店であっても、現实に

は百貨店法の適用を免れる“疑似百貨店”（いわゆるＧＭＳ）

が登場するきっかけとなった。 

（６）大店舗法による規制 

 しかしながら、スーパーの一部が疑似百貨店化し、食品

スーパーや衣料スーパー、住関連スーパーなど、各種のス

ーパーがどんどん成長を続けるにしたがって、中小小売業

からのスーパーへの規制を要求する動きが活発化すると

ともに、百貨店法の跛行的運用のもとでスーパーの成長と

ともに極めて不利な立場に立たされてきた百貨店は、スー

パーと百貨店を“同じ土俵で競争させるべきである”という

要求を強めてきた。このような状況に対する通産省の当初

の方針は、流通近代化という基本方針を維持し消費者の利

益にも配慮しつつ、すべての大規模小売商業施設について

単純な“届出制”を採用するというかなり大幅な規制緩和で

あったようである。 

 このようにして、戦後の百貨店は、百貨店法に代わって

引き続き大店法によってかなり厳しい規制の対象になる

こととなったが、そのような規制は多くの場合中小小売業

の営業機会を確保するというよりも、むしろ既存の大規模

小売店の既得権益を擁護することになるとともに、大規模

小売店間の競争を抑制する結果となってきた。 

 また、大規模小売施設に対する法規制が維持されてきた

ことが我が国の百貨店の経営革新を先送りし、今日の百貨

店が抱える諸問題の遠因ともなっている。 

 

（７）百貨店をめぐる取引慣行 

 戦後の我が国の百貨店は、高度経済成長下の大量消費の

進展に触発されて都市百貨店やターミナル百貨店、さらに

は地方百貨店に至るまでどんどん取扱商品幅を拡大し店

舗の大型化が進められた。委託仕入れや消費仕入れ、派遣

店員制など百貨店をめぐる我が国特有の取引慣行に支え

られて幅広い商品構成と多彩な品揃えを臨機応変に遅滞

なく追求するとともに、都市百貨店を中心に有力な高級ブ

ランド品の専門店を競ってインショップとして取り込む

など、まさにショッピングセンター的存在となっていった。

また、それぞれの百貨店ごとのイメージに合った、ショッ

プやブランドが誘致されていたため、それぞれの百貨店ご

とにカラーがあり、「ストア・ロイヤリティ」が形成され



11 

ていた9。 

 たしかに、ほとんどの有名ブランド・オーナーや有力専

門店は自らチェーン化を図って百貨店を競合するよりも、

むしろ百貨店を利用し、その売場で顧実を開拓して共存共

栄を図ってきた。長い歴史に裏付けられた欧州の有力ブラ

ンド店も、これまで、我が国では百貨店を主たる販売窓口

として市場開拓を進める方針をとってきた。これは、有力

都市百貨店を中心にそれぞれ長年培われてきた伝統のあ

る暖簾を基盤として、我が国の消費者層の間に多くの根強

い固定実を有していることや、都市中心部のスラム化がほ

とんど生じていた我が国では、多くの百貨店が小売業とし

て各都市における一等地に位置してきたことなどによる

ものといえる。 

 問題は、百貨店の速やかな統合化・大規模化を可能にし

てきたそのような取引慣行はまさに両刃の剣で、幅広い商

品構成ときめの細かい品ぞろえで総合化を極めて戦略的

に進めることを可能にする反面、各百貨店の企業内部では

有能なマーチャンダイザーが育たず、百貨店に場所貸し屋

的・不動産屋的体質をもたらすとともに、最も基本的な問

題点である低収益性を助長する結果になってきたという

ことである。 

 また、我が国の百貨店は、例え有力な老舗百貨店であっ

てもマーチャンダイジングの面ではそれほど際立った独

自性があるわけではなく、総じて同質化の傾向が見られる

場合が多いが、そのような問題もつまるところ上述の取引

慣行の悪しき影響の一つといえる。したがって、そのよう

な我が国の百貨店の多くは、一応外見的には百貨店という

業態を維持しているように見えるが、その内側に目を向け

ると真の意味合いでは業態とはいえないのである。 

 百貨店は、我が国特有の「委託・返品制度」を導入して

いる。この「委託・返品制度」とは、メーカーや問屋から

商品を預かり、売れた分だけ仕入れ計上し、残った商品を

返品する仕組みである。 

 「委託・返品制度」を導入することにより、百貨店は、

買い戻し価格を下回る小売価格で消費者に販売するより

も売れ残った商品を卸しに引き取ってもらう方が有利と

                                                   
9 「ストア・ロイヤリティ」については既存研究レビュー

で述べることとする。 

なり、百貨店側は低価格での販売を回避することができる。

また、卸しにとっては、出荷価格と買い戻し価格を適切に

設定し、それによって自らにとって望ましい生産量（＝注

文量）を小売業者から引き出すことができる。 

 しかし、返品制のもとでは、百貨店側は売れ残りリスク

を負わずに済むため、買取契約とくらべて販売促進活動へ

の努力が低下するのは避けられない。また、販売をメーカ

ーからの派遣に依存していため、百貨店の販売員の販売ス

キルの低下、消費者のニーズを把握するためバイヤーのバ

イイングスキルが磨かれない。このことから、消費者の求

める新ブランドの開拓、また、ニーズにあった豊富な商品

を用意することができず、百貨店の同質化が進み、「スト

ア・ロイヤリティ」を失いつつある。 

 

（８）小売流通をめぐる環境変化 

 尐しバブル崩壊以前に遡ってみると、百貨店についての

主要な環境変化としては、レジャーや娯楽サービス・教

養・各種のレクリエーション等に対する需要が高まって物

販に対する逆風が吹き始め、いわゆる「モノ離れ」の時代

に入り始めたということ、需要の個性化の進化を基本的な

背景として、若い世代を中心に「百貨店離れ」が生じ始め

たということ。そして、「低価格志向」が強まりディスカ

ウント・ストアの成長と多様化が進んで、百貨店の顧実層

の一部を奪い始めたことなどが指摘される。 

 第一次オイルショックとそれに続く低経済成長期への

移行、さらには第二次オイルショック後のかなり厳しい不

況期の下で、百貨店やスーパーを含む流通業界全般にわた

って大幅な業績低下に見舞われて“流通業の冬の時代”と呼

ばれたことは記憶に新しい。上述の「モノ離れ」や「百貨

店離れ」「低価格志向」といった動きに翻弄されるように、

多くの百貨店が店舗や内装の“リニューアル”を行ったり、

“ＣＩ（corporate identity）”の導入に関心を示すなど、様々

な新しい百貨店づくりに試行錯誤したのもこの時期であ

った。 

 しかし、1985 年秋の五カ国蔵相会議（プラザ合意）を

契機にあのバブル経済に突入していったため状況は一転

し、ほとんどの百貨店はこれまでの小売経営に対する慎重

な吟味や反省を行うとまもなく従来通りの販売拡大路線
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に戻り、さらには異分野へ投資による事業の多角化路線に

踏み出すなど、またもや本業である百貨店経営の革新には

ほとんど手がつけられず経過してしまったといえる。 

 バブル崩壊後の我が国の経済は久しく経験したことの

ない厳しい状況下にあるが、とりわけ流通業界は否応なし

に構造的な革新が求められる状況にある。平成７（1995）

年６月に産業構造審議会流通部会と中小企業政策審議会

流通小委員会との合同会議において中間答申として取り

まとめられた。「21 世紀に向けた流通ビジョン」において

は、我が国の流通全体についての構造改革の必要性が指摘

され、その背景として、第一に、低価格志向の強まりを含

めた需要構造の変化、第二に、大店法をはじめとする規制

緩和の進展、第三に、需要サイドへの流通主導権のシフト

と独禁法の運用強化、第四に、円高の下で進展する流通マ

ーケットの国際化、第五に街づくり問題、環境問題、高齢

化社会への対応等の新たな社会的課題の発生、などが挙げ

られており、流通環境が様々な側面でいかに大きく変化し

てきているかが伺える。 

 

（９）百貨店と小売業との競争 

 規制をほとんど受けず世界中で最も競争の激しい中で

展開してきたといえるアメリカの百貨店は、既述の通り早

くも 1920 年代から百貨店間に競争による淘汰と再編成が

始まり、広域的なチェーン網を展開する食料品や日用雑貨

のチェーン・ストアが早くから成長していたために食料品

はもちろん日用雑貨類もほとんど取り扱わず、もともと我

が国の百貨店に比べて買回り品と専門品を中心とする幅

の狭い商品構成になっていたといえる。第二次世界大戦後

は、ディスカウント・ストアの急成長の影響をまともに受

けて家電品など量産型の耐久消費財の取り扱いが難しく

なり、さらにサバ―バナイゼ―ションの進展を背景にどん

どん設営されるＳＣに百貨店が、キー・テナントとして出

店するブランチ・ストア（支店百貨店）時代に入ってジュ

ニアー・デパートメント・ストア（小規模百貨店）が大き

な割合を占めるようになり、取扱商品は一層絞られていく

ことになる。各種の専門店チェーンが多彩に展開し、絞ら

れた標的市場を低価格訴求で収奪しようとするカテゴリ

ー・キラーが小売業界を席巻する最近では、もはや総合小

売店とは言えない“専門店的百貨店”が主流になってしまっ

ているとのが現状である。 

 これに対して、我が国の百貨店業界に目を転じると、百

貨店は様々な問題を抱えてきたものの、戦後一貫して大規

模化・総合化路線を歩んできた。それは、しばしば述べき

た通り、我が国の百貨店が次第にＳＣ的役割を鮮明にして

きたことと表裏をなすものであり、また、そのＳＣ的役割

ゆえに、自ら異業態小売業との競合が回避されてきたとい

うことにもなる。 

 上掲の「21 世紀に向けた流通ビジョン」でも指摘されて

いる通り、最近では百貨店を取り巻く環境は大きく変わり

始めており、“ギャップ（ＧＡＰ）”など外資系専門店の参

入や“しまむら”や“ファーストリテーリング”など、独自の

マーチャンダイジング力とブランド力を有する各種のＳ

ＰＡ（製造小売型専門店）チェーン展開、大手百貨店の主

力商品の一郭を構成してきた欧州の高級ブランド品専門

店の幾つかが銀座や原宿、表参道などに設け始めた路面店

舗などに加えて、都市再開発によって生まれる都市中心部

の新しい商業集積が、百貨店と競合し、都市における百貨

店の従来の役割を代替するような小売商業施設などとな

って登場してきている。このような動きは、我が国の百貨

店が、その長い歴史の中で初めて本格的な業態化の波を受

けようとしていることを意味している。 

 

（１０）考察 

 依然として、百貨店業界は厳しい状態が続くことが予想

される。今までは、百貨店の強みであった「多彩な品揃え」

や「有力ブランドのインショップ」などを売りにし、それ

ぞれの百貨店が個性を出し、強い「ストア・ロイヤリティ」

を形成していた。しかし、百貨店の開拓したブランドの路

面店への出店や、バイヤー制度の低下による百貨店の同質

化が進んでいる。このような流れの中、上述した「強み」

だけでは、この危機のなか生き残っていくことは難しい。

「選ばれる百貨店」になるためにも、ロイヤリティ形成方

法を見直す必要があり、「ストア・ロイヤリティ」を高め

る必要がある。 
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２． 問題意識と問題提起 

我々はまず百貨店に対する消費者の態度を知るために、

独自に定性調査を行った。 

調査対象は「首都圏に住む男女」で、調査内容は「百貨店

に関する意識調査」である。10 

我々はこの調査から、百貨店は同じサービスや品質を提

供しているのにも関わらず、それに対する顧実の感じ方や

態度・好意度がそれぞれ違い、顧実によって百貨店あるい

は百貨店のサービス・接実等に対してプラスイメージ・マ

イナスイメージを持つということがわかった。そして、こ

の調査結果から、我々は以下のような問題意識を持った。 

 

【問題提起】 

百貨店は同じサービスを提供しているにも関わらず、顧実

の感じ方がそれぞれ違うのは何故か。 

 

この疑問の元、調査結果を我々が考察したところ、百貨店

の利用頻度や百貨店への態度を形成するのに、あらかじめ

消費者が持っている“イメージ”というものが関与している

のではないかと考えた。 

もし関与しているのであれば、どのように消費者の行動に

関与しているのか。 

またロイヤリティ形成の過程のどの部分に関与している

のか。 

そのような疑問を解決するために、まずはロイヤリティ形

成の過程や、イメージの及ぼす影響に関しての既存研究を

レビューし、考察していきたいと思う。 

 

３．既存研究レビュー 

（１）ロイヤリティに関して 

 まず、百貨店のロイヤリティ形成を目指すべく、“ロイ

ヤリティ”についての既存研究を検討することから始める。 

 そもそも“ロイヤリティ”とは何なのか。一般的に“ロイヤ

リティ”とは“忠誠心”と訳されることが多いが、ロイヤリテ

ィの定義は研究者によって様々であり、さらにロイヤリテ

ィにも色々な種類がある。 

                                                   
10 定性調査の概要・詳細は補録参照。 

ここではまず、“顧実ロイヤリティ”というものから触れ

ていきたいと思う。 

顧実が何らかの対象に忠誠を示すことを、“顧実ロイヤ

リティ”という。Dick and Basu(1994)の定義では、顧実ロ

イヤリティとは、「個人の相対的な（選好）態度と反復的

な愛顧の強い関係」とされている。さらに一般的には、お

およそ次のように定義されることが多い。①長期間にわた

って自社商品を指名買いしてくれる忠誠心。②特定の商品

やサービス、ブランドの再購入、特定の企業や店、web サ

イトへの再訪問に結び付く感情や忠誠心。③企業と強い結

び付きを得られることには金銭的または時間的な犠牲を

払うこともいとわない忠誠心。11 このような顧実ロイヤリ

ティが近年重要視されるようになってきている。その背景

としては、消費者市場の成熟化が挙げられる。昔のように、

「作れば売れる」という大量生産・大量消費の時代は終わ

り、現在では１つの製品だけで高いシェアを獲得すること

が難しい時代になってきた。代わりに、顧実セグメントを

細分化して、そのセグメント内で１番になることが重視さ

れるようになり、そこから顧実との親密な関係・深いつな

がりである“顧実ロイヤリティ”が重視されるようになって

きたのである。 

次に、その顧実が忠誠を示す対象が製品ブランドや企業

ブランドである場合、これを“ブランド・ロイヤリティ”と

いう。12ブランド・ロイヤリティに関しては、これまでに

数多くの研究がなされてきた。古いものから言えば、

Jacoby and Chestnut(1978) の 定 義 や Dick and 

Basu(1994)の定義、恩蔵(1995)や、小野(2002)などが挙げ

られる。多々ある定義の中から今回我々は、陶山(2002)の

「特定の製品やブランドに対する消費者のコミットメン

トないしこだわり。」という定義を用いることとする。 

では、ロイヤリティを構築すると企業側にはどのような

メリットがあるのか。Aaker(1991)などによると、①離反

防止や再購買確率の向上。②ブランド拡張やライン拡張の

容易さ。③自社ブランド・サービスを利用する際、他の関

                                                   
11 東（2011）やサービス産業生産協議会『日本顧実満足

度指数』（2010）などを参照。 
12 対象が店舗である場合、それを“ストア・ロイヤリティ”

と呼ぶ。 
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連商品や同じ店に置いてあるものを買ってもらえるクロ

スセルの効果。④プレミアム価格販売が可能となり、価格

競争が回避できる、⑤ロイヤリティの高い顧実の声（ニー

ズ）を商品に反映させ、次のヒット商品へとつなぐ。⑥良

いクチコミを利用した新規顧実の開拓。⑦上述した利点に

伴う、顧実維持・獲得などのマーケティングコストの削減

やキャッシュフローの増大などが見込めること、などが挙

げられる（Aaker(1991)/Reichheld(1996),邦訳,p.89/小野

(2002)/内田(2004),p272-275）。そのため、セグメンテーシ

ョンにも用いられることも多い（Aaker(1996)/Rossiter 

and Percy(1997)）。顧実側のメリットとしては、購買努力

（時間的コストなど）の削減や、意思決定の単純化などが

挙げられる（青木(2004)）。 

ここで、我々はこのロイヤリティというものがどのよう

なプロセスを経て形成されていくのかについて調べるこ

とにした。その結果、いくつかのモデルを検討した結果、

すべてのモデルで、ロイヤリティの前段階として“顧実満

足”というものが存在していることがわかった。そこで、

次の節では“顧実満足”に関して触れていきたいと思う。 

 

（２）顧実満足に関して 

顧実満足（Customer Satisfaction）は、1980 年代以降、

マーケティングの重要課題とされ注目を浴びるようにな

った。1989 年にスウェーデンで包括的な顧実満足調査

（SCSB）が本格的に開始されて以降、アメリカをはじめ

とした各国で顧実満足調査が盛んにおこなわれるように

なった。そして日本でも、この“顧実満足”という言葉は、

すでによく耳にする一般的なマーケティグ用語となって

いる。では、その顧実満足とはどのような概念なのか。そ

もそも“満足”とは何なのか。心理学辞典を引いても“満足”

という言葉自体は独立した項目としては出てこない。その

ような曖昧でわからないことが多い概念なのである。この

ように定義の難しい“満足”という概念であるが、経験に対

す る感情 反応と いう点で は一致 した立 場が多い

（ ex.Westbrook(1981)/Zeithaml(1988)/Oliver(1989) な

ど）。Kotler(2001)によると、顧実満足とは「ある製品にお

ける知覚された成果（あるいは結果）と購買者（顧実）の

期待との比較から生じる喜び、または失望の気持ち。」と

されており、さらに「買い手の期待に対して、製品の知覚

パフォーマンスがどれほどあったか Kotler(2008)。」と説

明されている。要するに、サービスに対して顧実が事前に

持っていた期待がどの程度満たされたか、それを満足と考

える、ということである。購買行動プロセスの先駆的な研

究となる Howard and Sheth(1969)の中では、購買行動の

満足度水準が以降の購買行動にまで影響することが主張

されている。このことは、企業が顧実満足を中核に位置付

けてマーケティング戦略を構築することが、实践的に有効

であることを示している。 

 

（３）顧実満足とロイヤリティの関係性 

では、この顧実満足とロイヤリティが实際にどのような

関係にあるのか。その点について見ていきたいと思う。 

先ほども述べたが、数あるモデルのほぼすべてでロイヤ

リティの前段階に顧実満足というものがある。本稿では、

サービス産業生産性協議会が提示しているモデル図を参

照する。 

 

■図表１２．顧実満足モデル               

 

「日本版顧実満足度指数によるモデル」 

（出典 サービス産業生産性協議会『日本版顧実満足度指数』 

 

Aaker(1991)も、このようにブランド・ロイヤリティの鍵

となるものは顧実満足であると述べている。さらに、

Heskett et al.(1994)は、サービス企業において、顧実満足

の向上が顧実のサービス再利用意図を高めることを指摘

した。 

前述したようにロイヤリティを形成させることは離反

防止や再購買確率の向上が見込めるため、ロイヤリティ形

成≒再購買・再利用確率向上と捉えた場合、顧実満足の向
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上がロイヤリティ形成に繋がることがわかる。 

このように顧実満足がロイヤリティにつながるという

研究が多々ある中で、「顧実満足の向上はブランド・ロイ

ヤリティの一要因とはなりうるが(Oliver(1999))、必ずし

も両者間には線形の関係ではない (小野 (2002)/藤村

(2006))。」ということもわかってきている。「顧実満足があ

る一定の水準を超えた場合に、ロイヤリティは急速に向上

するが、満足水準がそれ以下の水準にある場合には、満足

水準の変化はロイヤリティに影響を及ぼさない (藤村

(2006))。」のである。このことから、満足度は必ずしもロ

イヤリティにつながるわけではないということである。 

 

（４）顧実感動に関して 

しかし、近年、顧実満足を発展させた理念・尺度として

“顧実感動（Customer Delight）”というものが注目され始

めている。この顧実感動というものは、顧実満足に比べ、

顧実のロイヤリティ形成に強く関与しているということ

がわかっている。 

企業の消費者対応研究ならびに顧実満足経営研究の第

一人者である佐藤知恭氏によると、これまでの顧実満足と

いうものは、前述した通り、顧実の期待通りのサービスを

提供するものであった。それに対し、この顧実感動という

のは、顧実の期待以上のサービスを提供することで、顧実

に歓喜・感動を抱かせ、それがロイヤリティにつながると

いう考え方である。顧実から見ると、企業が提供するサー

ビスや製品を通して予想外の喜びや感動を受けることで

ある。顧実は自身が望むサービス・モノの購入先を特定の

企業やブランドに定めるようになり、ロイヤリティの形成

へとつながる。そして、佐藤氏の研究によると、顧実満足

（ただ単に「満足した」）に留まった人たちの再購買率が

約 70％であったのに対し、顧実感動を抱いた（期待以上に

満足し、「感動した」）人たちの約 98％の人が再購買した（ブ

ランド・ロイヤリティを持った）という。 

日本の製品・サービスの品質や水準が向上するにあたり、

顧実の期待通りに満足させることは、今や当たり前のこと

となっているのである。今まで企業は顧実満足を目指して

きたが、それは特別なことをしているわけではない。顧実

満足はもはや企業が最低限やらなければいけないことと

なりつつあるのである。このように企業が提供するパフォ

ーマンス（接実や製品の機能など）の質が顧実の期待・予

想していたものよりも上回った場合、顧実は感動・歓喜し、

自身が望むサービス・モノの購入先を特定の企業やブラン

ドに定めるようになり、再購入（ロイヤリティが形成）さ

れる。つまり、顧実感動からロイヤルティを形成するため

には、顧実の予想・期待を上回るパフォーマンスが重要な

のである。 

 

■図表１３．顧実感動モデル               

 

（出典 佐藤知恭『顧実ロイヤリティ経営』日本経済新聞社） 

 

（５）イメージに関して 

 次に、ここでは我々が注目した“イメージ”というものの

既存研究について触れていきたいと思う。Gardner(1985)

によれば、環境による刺激は感情面の気分だけではなく、

心理過程の回想にも影響し、それが消費者の決定と記憶の

基礎に対し重要な作用を持つ。また、蕭(2010)によれば、

認知により形成された心理的イメージが、同時に消費者の

体験時において重要な影響を及ぼす。 

 

（６）考察・新モデル提案 

ここで先ほどの問題提起を思い出していただきたい。独

自の定性調査13と我々の問題提起、そしてこれまでレビュ

ーしてきた既存研究から、我々は、百貨店への“期待・予

想”とともに、百貨店への“イメージ”というものが存在して

いるのではないかと考えた。個々が百貨店に抱いているプ

ラスないしはマイナスのイメージによって、その人の百貨

店への利用頻度や好意度が変わる。ここから我々は、イメ

                                                   
13 定性調査の概要・詳細は補録参照。 



16 

ージ（先入観）が、百貨店の利用頻度や百貨店への好意度

を左右していると考え、そのイメージによって、同じパフ

ォーマンスをしても満足度に変化があるのではないかと

予想した。つまり、既存のモデルの“期待”とともに“イメー

ジ”が“パフォーマンス”に影響しているのではないかと考

えた。 

 

■図表１４．新モデル               

 

 

４． 仮説検証 

(a)仮説提唱 

 本節では、上記で述べた現状分析、既存研究レビューよ

り、百貨店のブランド・ロイヤリティ形成における新モデ

ルについて仮説化する。 

上述したように、ブランド・ロイヤリティに関するモデ

ルは、佐藤（2003）によって提唱されている。ここでは、

企業が、顧実の期待や予測を上回るパフォーマンスを提供

したときに、顧実感動が生まれ、顧実自身が望むサービ

ス・モノの購入先を特定の企業やブランドに定め、ブラン

ド・ロイヤリティの形成へとつながるといったものである。 

また、我々が独自に行った定性調査によると、百貨店は

同じサービスや品質を提供しているのにも関わらず、顧実

の感じ方がそれぞれ違うことや、百貨店に対して、プラス

のイメージとマイナスのイメージで分かれるという結果

が出た。蕭（2010）のイメージに関する既存研究によると、

認知により形成された心理的イメージが同時に消費者の

体験時において重要な影響を及ぼすとされている。 

これらのことから、既存の顧実感動のモデルでは触れら

れていなかった、顧実一人一人がもつ先入観やイメージが

パフォーマンスに直接関係し、ブランド・ロイヤリティ形

成に影響を与えていること考えられる。 

 このような観点から、我々は以下の 15 の仮説を提唱す

る。 

 

仮説 1. 百貨店に対する正のイメージが、パフォーマンス

に対して正の影響を与える。 

仮説 2. 百貨店に対する負のイメージが、パフォーマンス

に対して負の影響を与える 

仮説 3. 信頼感があるというイメージはパフォーマンスに

正の影響を与える。 

仮説 4. 接実が過剰であるというイメージはパフォーマン

スに負の影響を与える。 

仮説 5. 接実が丁寧であるというイメージはパフォーマン

スに正の影響を与える。 

仮説 6. 品揃えが良いというイメージはパフォーマンスに

正の影響を与える。 

仮説 7. 品質が良いというイメージはパフォーマンスに正

の影響を与える。 

仮説 8. 良い匂いがするというイメージはパフォーマンス

に正の影響を与える 

仮説 9. 価格が高いというイメージはパフォーマンスに負

の影響を与える。 

仮説 10. トイレが綺麗であるというイメージはパフォー

マンスに正の影響を与える。 

仮説 11. 外観が良いというイメージはパフォーマンスに

正の影響を与える。 

仮説 12. 入ることに抵抗があるというイメージはパフォ

ーマンスに負の影響を与える。 

仮説 13. 高級感があるというイメージはパフォーマンス

に正の影響を与える。 

仮説 14. 清潔感があるというイメージはパフォーマンス

に正の影響を与える。 

仮説 15. 居心地が良いというイメージはパフォーマンス

に正の影響を与える。 
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（b）調査概要と調査内容 

本節では、上記の仮説の有効性を調査、分析、实証して

いく。調査の手法としてはハンドアウト・ネットサイトに

よるアンケート、分析については一元配置分散分析を用い

分析を实行した。 

 

 調査概要 

  調査手法はハンドアウトとネットサイトの配布によ

るアンケートを行った。調査対象は、首都圏に住む全年代

の男女に行った。調査期間は 10 月 31 日から 11 月 12 日

までで、有効回答数は 209 名であった。14 

 

■図表１５．調査概要                

調 査 手 法 ハンドアウトとネットで配布 

調 査 対 象 首都圏に在住で全年代の男女 

サ ン プ ル 数 209 名 

有 効 回 答 数 209 名 

調 査 期 間 10 月 31 日～11 月 12 日 

対 象 百貨店 

 

調査内容 

 アンケートの構成は 2 部構成をとっている。 

 第１部は、現在の百貨店に対するイメージに関する設問

である。現在の消費者は百貨店に対して好意的であるか、

また、具体的にどのようなイメージを抱いているのかにつ

いて導き出す項目を作成した。尺度は、強度に関する 4 段

階のリカード尺度を用いた。 

 第 2 部は、百貨店に対するパフォーマンスに関する設問

である。具体的な設問項目としては、实際に百貨店に訪れ

たと仮定し、３つのパフォーマンス（接実に関する）をよ

り具体的に提示することで、それぞれのパフォーマンスに

対して抱いた印象を導く設問項目を作成した。 

 

                                                   
14 アンケート調査の詳細は補録参照。 

（c）検証方法・検証手順 

仮説で提示した項目を検証するための手法と手順を記

述していく。本節では、百貨店のブランド・ロイヤリティ

形成における新モデルの検証を行うために、まず百貨店に

対するイメージがパフォーマンスに影響しているか、一元

配置分散分析を用いて因果関係を調査する。百貨店に対す

るイメージとパフォーマンスの因果関係の調査後、百貨店

イメージの細分化を行い、より因果関係の強い要素の抽出

を行う。 

 

本研究の分析手順は以下のとおりである。 

手順１：一元配置分散分析 

百貨店のイメージがパフォーマンスに影響していること

を検証する。アンケート項目には百貨店のイメージが１か

ら４まであり、１は良いイメージ、２はどちらかといえば

良いイメージ、３はどちらかといえば悪いイメージ、４は

悪いイメージとなる。このそれぞれの四つの百貨店に対す

るイメージがパフォーマンスに影響することを調査する

ために一元配置分散分析を用いる。分析には日本 IBM 株

式会社の製品である統計解析ソフトウェア、「IBM SPSW 

Statistics 18」を使用する。 

手順２：一元配置分散分析による一要因の分散分析 

一元配置分散分析とは、独立した３群以上の集合の分散が

等しいとみなせる場合、母分散平均値（母平均）がすべて

等しいかどうかを検定する手法である。アンケート項目で、

特徴や雰囲気など百貨店のイメージが細分化されている

が、その中でどのイメージがパフォーマンスに影響してい

るのかを一元配置分散分析を用いて検証する。 

 

（d）検証結果 

分析結果の提示についても、前述した分析手順に従って

行う。 

 

ここから一元配置分散分析による、百貨店のイメージの

パフォーマンスへの影響の検証を行う。前述した通り、ア

ンケートの第１部は百貨店のイメージを４つの選択肢か

ら選出する形式となっており、１は良いイメージ、２はど

ちらかといえば良いイメージ、３はどちらかといえば悪い
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イメージ、４は悪いイメージである。この中で１または２

と回答した人は百貨店に対して正のイメージがあり、３も

しくは４と回答した人は百貨店に対して負のイメージが

あると定義する。これらのイメージがパフォーマンスに影

響しているかを検証するために、一元配置分散分析を用い

て分析を行った。パフォーマンスを従属変数とし、百貨店

に対するイメージを因子とする。分析結果は以下の通りで

ある。 

 

■図表１６．百貨店のイメージ       

 

 

ケース内容の右側の１から４の数字は百貨店に対するイ

メージを示しており、平均値とはそれぞれのパフォーマン

スに対して選択された評価の平均値である。百貨店のイメ

ージが良い人ほど、パフォーマンスに対する評価が高く、

一方で百貨店のイメージが悪い人ほど、パフォーマンスに

対する評価が低いという結果が明らかになった。 

以上のことより、「百貨店に対する正のイメージが、パ

フォーマンスに対して正の影響を与える」という仮説１と、

「百貨店に対する負のイメージが、パフォーマンスに対し

て負の影響を与える」という仮説２が妥当に实証された。 

次に、一元配置分散分析による、パフォーマンスに影響

する細分化された百貨店に対するイメージの検証を行う。

アンケートの第１部での細分化された百貨店に対するイ

メージの中で、第２部でのパフォーマンスのケースへの影

響がある項目の分析を行う。それぞれのイメージとパフォ

ーマンスを一元配置分散分析にかけ、細分化された百貨店

のイメージを選択した人の平均値と選択していない人の

平均値を比較した。ここでの平均値とは、アンケートの第

１部での百貨店に対するイメージの１から４の評価のこ

とである。すなわち、１に近づくほど百貨店に対して良い

イメージを持っていることになる。ケース番号の右側に記

載されている１はそのイメージを選択した人、０はそのイ

メージを選択していない人のことであり、その１と０を選

択した人の平均値を比較した。一元配置分散分析の結果に

基づく仮説 3 から仮説 15 までの検証は以下である。 

 

■図表１７．信頼感があるイメージ      

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、信頼感があるという

イメージはパフォーマンスに正の影響を与えていた為、仮

説３は实証された。 

 

■図表１８．接実が過剰であるイメージ   

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、接実が過剰であると

いうイメージはパフォーマンスに負の影響を与えていた

為、仮説４は实証された。 

 

 

 

 

 

 

 

1 64 1.77 .771 .096
2 108 2.18 .818 .079
3 22 2.55 .858 .183
4 15 3.33 .976 .252
合計 209 2.17 .909 .063
1 64 1.80 .858 .107
2 108 2.01 .891 .086
3 22 2.41 1.054 .225
4 15 3.07 .884 .228
合計 209 2.06 .951 .066
1 64 1.64 .784 .098

2 108 1.80 .873 .084
3 22 2.41 1.182 .252
4 15 3.60 .910 .235
合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品

説明

ケース②見送
り

ケース③待機

記述統計

 度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 139 2.33 .912 .077

1 70 1.86 .822 .098

合計 209 2.17 .909 .063

0 139 2.19 .990 .084

1 70 1.81 .822 .098

合計 209 2.06 .951 .066

0 139 2.06 1.092 .093

1 70 1.70 .805 .096

合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 169 1.98 .805 .062

1 40 2.98 .891 .141

合計 209 2.17 .909 .063

0 169 1.91 .865 .067

1 40 2.70 1.043 .165

合計 209 2.06 .951 .066

0 169 1.76 .868 .067

1 40 2.70 1.244 .197

合計 209 1.94 1.017 .070

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

ケース②見送り

ケース③待機

ケース①商品説明
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■図表１９．接実が丁寧であるイメージ   

 

ケースの平均値に差異が生じており、接実が丁寧というイ

メージはパフォーマンスに正の影響を与えていた為、仮５

説は实証された。 

 

■図表２０．品揃えが良いイメージ       

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、仮

説６は棄却された。 

 

■図表２１．品質が良いイメージ        

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、仮

説７は棄却された。 

 

 

 

 

 

 

■図表２２．良い匂いがするというイメージ  

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、仮

説８は棄却された。 

 

■図表２３．価格が高いイメージ       

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、価格が高いというイ

メージはパフォーマンスに負の影響を与えていた為、仮説

９は实証された。 

 

■図表２４．トイレが綺麗なイメージ      

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、仮

説 10 は棄却された。 

 

 

 

0 112 2.36 .976 .092

1 97 1.96 .776 .079

合計 209 2.17 .909 .063

0 112 2.19 1.018 .096

1 97 1.92 .850 .086

合計 209 2.06 .951 .066

0 112 2.14 1.130 .107

1 97 1.71 .816 .083

合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 138 2.12 .850 .072

1 71 2.27 1.014 .120

合計 209 2.17 .909 .063

0 138 2.13 1.010 .086

1 71 1.93 .816 .097

合計 209 2.06 .951 .066

0 138 1.91 .988 .084

1 71 2.01 1.076 .128

合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 99 2.30 .920 .092

1 110 2.05 .887 .085

合計 209 2.17 .909 .063

0 99 2.20 1.010 .102

1 110 1.94 .881 .084

合計 209 2.06 .951 .066

0 99 2.05 1.063 .107

1 110 1.85 .969 .092

合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 72 1.93 .924 .109
1 137 2.30 .878 .075
合計 209 2.17 .909 .063
0 72 1.92 1.017 .120
1 137 2.14 .909 .078
合計 209 2.06 .951 .066
0 72 1.86 1.025 .121

1 137 1.99 1.014 .087
合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品
説明

ケース②見送
り

ケース③待機

 度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 113 2.26 .952 .090
1 96 2.07 .849 .087
合計 209 2.17 .909 .063
0 113 1.98 .926 .087
1 96 2.16 .977 .100
合計 209 2.06 .951 .066
0 113 1.99 1.073 .101

1 96 1.89 .950 .097
合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品
説明

ケース②見送
り

ケース③待機

度数 平均値 標準偏差 標準誤差
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■図表２５．外観が良いイメージ       

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、仮

説 11 は棄却された。 

 

■図表２６．入ることに抵抗があるイメージ  

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、入るのに抵抗がある

というイメージはパフォーマンスに負の影響を与えてい

た為、仮説 12 は实証された。 

 

■図表２７．高級感があるイメージ      

 

 

ケースの平均値に大きな差異が見受けられなかった為、13

仮説は棄却された。 

 

 

 

■図表２８．清潔感があるイメージ      

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、清潔感があるという

イメージはパフォーマンスに正の影響を与えていた為、仮

説 14 は实証された。 

 

■図表２９．居心地が良いイメージ     

 

 

ケースの平均値に差異が生じており、居心地が良いという

イメージはパフォーマンスに正の影響を与えていた為、仮

説 15 は实証された。 

 

では、ここから分析結果のまとめに入る。ここまで、百

貨店に対するイメージがパフォーマンスに影響すること

が实証された。細分化された百貨店に対するどのイメージ

がパフォーマンスに影響するのかを検証した。結果、パフ

ォーマンスに対する正の影響を与えたイメージは、信頼感

があるイメージ、接実が丁寧なイメージ、清潔感があるイ

メージ、居心地が良いイメージであった。一方、パフォー

マンスに対する負の影響を与えたイメージは、接実が過剰

なイメージ、価格が高いイメージ、入ることに抵抗がある

イメージであった。以上の様に、本研究では百貨店に対す

るイメージの善し悪しがパフォーマンスへの影響力を持

っていることが实証された。 

 

0 176 2.19 .903 .068
1 33 2.09 .947 .165
合計 209 2.17 .909 .063
0 176 2.06 .981 .074
1 33 2.06 .788 .137
合計 209 2.06 .951 .066
0 176 1.97 1.030 .078

1 33 1.82 .950 .165
合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品
説明

ケース②見送
り

ケース③待機

 度数 平均値 標準偏差 標準誤差

0 141 2.01 .849

1 68 2.51 .938

合計 209 2.17 .909

0 141 1.90 .897

1 68 2.40 .979

合計 209 2.06 .951

0 141 1.64 .795

1 68 2.57 1.137

合計 209 1.94 1.017

 
度数 平均値 標準偏差

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

0 47 2.09 .996 .145

1 162 2.20 .884 .069

合計 209 2.17 .909 .063

0 47 2.19 .970 .141

1 162 2.02 .945 .074

合計 209 2.06 .951 .066

0 47 1.91 1.080 .158

1 162 1.95 1.002 .079

合計 209 1.94 1.017 .070

 
度数 平均値 標準偏差 標準誤差

ケース①商品説明

ケース②見送り

ケース③待機

0 111 2.27 .914 .087
1 98 2.06 .895 .090
合計 209 2.17 .909 .063
0 111 2.14 .989 .094
1 98 1.97 .902 .091
合計 209 2.06 .951 .066
0 111 2.02 1.095 .104

1 98 1.86 .919 .093
合計 209 1.94 1.017 .070

度数 平均値 標準偏差 標準誤差

ケース①商品
説明

ケース②見送
り

ケース③待機

 

0 180 2.23 .883 .066
1 29 1.83 1.002 .186
合計 209 2.17 .909 .063
0 180 2.08 .956 .071
1 29 1.93 .923 .171
合計 209 2.06 .951 .066
0 180 1.99 1.033 .077

1 29 1.62 .862 .160
合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①商品
説明

ケース②見送
り

ケース③待機

 度数 平均値 標準偏差 標準誤差
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④ ―――結論と今後の展望 

バブル崩壊後からの日本経済の長期低迷より、企業は危

機的状況に直面した。この不況下において市場規模が縮小

し、企業の勝ち組と負け組の二極化が顕著に表れるように

なった。そこで我々は特に売上が落ち込みを見せていた百

貨店に注目をした。また百貨店の歴史・現状について研究

を深めていったところ、現在の危機的状況を打破するため

にも、ロイヤリティ形成の見直しが必要であると考えた。

そこで我々は消費者が百貨店に対して抱くイメージを調

査し、その結果より、消費者によって同じサービスでも感

じ方が異なるという問題意識を持った。 

以上の問題意識と既存研究のレビューより提唱した新

モデルに関する仮説を实証するにあたり、アンケートによ

る定量調査を实施し、一元配置分散分析にかけた結果、百

貨店に対する良いイメージがパフォーマンスに良い影響

を与え、百貨店に対する悪いイメージがパフォーマンスに

対して悪い影響があるという仮説が实証された。さらに、

百貨店に対するイメージを要素ごとに細分化し、どの要素

がパフォーマンスへの影響力を有しているか、一元配置分

散分析を用いて分析した。その結果、信頼感があるイメー

ジ、接実が丁寧なイメージ、清潔感があるイメージ、居心

地が良いイメージがパフォーマンスに対する正の影響を

与えることが实証された。一方で接実が過剰なイメージ、

価格が高いイメージ、入ることに抵抗があるイメージはパ

フォーマンスに対して負の影響を与えることが实証され

た。よって本研究では、顧実一人一人がもつ百貨店のイメ

ージがパフォーマンスに直接関係し、ブランド・ロイヤリ

ティ形成に影響を与えているという新モデルが实証され

た。 

上記の分析から、我々は以下の事項を提案する。百貨店

は信頼感、清潔感があり、居心地が良い場所であるという

イメージを大切にしつつ、入ることに抵抗があるイメージ

や価格が高いといったイメージを払拭し得るコミュニケ

ーションを積極的に顧実に対して行う様、心がける事が重

要である。まずは、顧実の期待を裏切らないように顧実の

期待に対して常に真摯に対応していくことによって信頼

感を得て、居心地の面においても、店員はどんな顧実に対

しても受容する姿勢を持ち、顧実が楽しく、そして気持ち

良く買い物ができるような雰囲気作りをしていくべきで

ある。さらに、店内はもちろん、トイレ・階段など、細か

いところもこまめに清掃し、店員の身だしなみもきちんと

百貨店側が正していくなど、常に百貨店全体を清潔に保つ

ことによって、清潔感というイメージをつけていくことが

必要である。また、接実においては、パフォーマンスが過

剰にならない様、顧実のニーズを見極めながら丁寧な接実

をする事を心がけるべきであると我々は考える。 

研究の結論に対して今後の研究の展望と研究余地を示

し、さらに本研究の限界を示したい。本研究を通じて、マ

ーケティングの力が消費者にダイレクトに影響し、またそ

の財や業界に対してのイメージをも創出していることが

改めて認識することができた。そして我々は百貨店におい

て消費者それぞれが持つ潜在的イメージがその後のパフ

ォーマンスに影響することを明らかにしたが、百貨店のイ

メージとパフォーマンスの影響への検証（本論４．(４）に

記述）の結果からイメージ以外にも影響すると考えられる

ものを発見することが出来た。それは消費者それぞれの属

性である。以下の図を参照してほしい。分析手順や数字に

関する見方は前述（本論４．(３））の通りである。これを

見ると性別とパフォーマンス間に相関関係があることが

わかる（図３０）。この分析の平均値を比較すると男性の

方が販売員の見送りというパフォーマンスに対して良い

イメージを持っていないことが分かる。 

 

■図表３０．性別属性とパフォーマンス評価の平均値比較 

 

 

このことは心理学や性別などの属性に関する研究をする

ことによって要因などが明らかになると推測できるが、今

回の研究ではイメージについての調査が主であったため

深く追及することはできなかった。しかし、我々が今回提

唱した新モデルと並び、パフォーマンスの評価に対して消

男性 62 2.26 1.039 .132

女性 147 2.14 .849 .070

合計 209 2.17 .909 .063

男性 62 2.32 1.156 .147

女性 147 1.95 .830 .068

合計 209 2.06 .951 .066

男性 62 1.98 1.152 .146

女性 147 1.93 .959 .079

合計 209 1.94 1.017 .070

ケース①
商品説明

ケース②
見送り

ケース③
待機

記述統計

 度数 平均値 標準偏差 標準誤差
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費者属性が影響することは確かである。よって、属性とパ

フォーマンスの関係という観点においてもロイヤリティ

形成を図る余地はあると考えられ、研究余地は残されてい

るといえる。 

次に本研究の限界について示したい。 

第一に、我々は本研究の定性調査や仮説の検証などで消

費者のアンケート調査を行い、結果や結論を導き出したが、

調査の対象が全年齢層であるにも関わらず若年層（主に 20

代前半）中心になってしまったことである。イメージとパ

フォーマンスの評価に差異が生じるという仮説の検証は

实証できたが、百貨店という特殊な業界であるため年齢に

よってイメージにばらつきが生じるという疑問点は否定

できない。その点で具体的にパフォーマンスの評価に影響

するイメージは年代別マーケティングの手法を取り入れ

れば、また新しい視野が取り入れることも可能だと言える

だろう。これは前述の消費者属性ごとの分析というものが

応用できるかもしれない。 

第二に、業界の選定から研究を始めたことによる他業界

への活用を考えることができなかったことである。これに

より研究の汎用性を証明することができなかった。 

以上のように本研究は課題を残しているとはいえ、現状

の百貨店業界が抱える問題に対して、有効なマーケティン

グの着眼点を提示することにより今後の発展、また業界の

再生における糸口になるであろうモデルを提唱すること

ができたと考えている。また提唱したモデルはサービス業

や小売業などにとって根本的ではあるもののイメージと

いう消費者の潜在意識に着目する新しい着眼点であり、ロ

イヤリティ形成を図る上で無視することができない極め

て有効なものであると考えられる。 

これらのことより本研究は百貨店におけるロイヤリテ

ィ形成に対し、新たなマーケティングや調査の方針を提案

する有効な研究になったと主張することができるであろ

う。 

⑤ ―――おわりに 

依然として、我が国の経済は危機に直面している。その

ような煽りを受け、百貨店業界は厳しい状態が続くことが

予想される。 

大型ショッピングセンターの台頭、消費者志向の変化な

どから、百貨店は今までのやり方ではこのような状況を打

開することは困難であるといえる。そのような中、我々は

百貨店のブランド・ロイヤリティ形成の見直しを行い、よ

り有効な形成方法について考察してきた。 

本研究の成果によって、討論会のメインテーマである

『今、マーケティングにできること』に繋がり、百貨店業

界の新たな未来へ多尐なりとも貢献できれば幸いである。 
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補録①―――アンケート調査用紙 

百貨店に関する調査のお願い 

 

私たちは、現在立教大学経営学部高岡ゼミナールに所属している学生で、百貨店に対するイメージや、ブランド・ロイ

ヤリティに関する研究を行っています。この研究を進めるにあたって、消費者が百貨店に対してどのようなイメージをも

っているかについて、伺わせていただきたいと思います。 

 ご回答の内容は研究以外の目的に使用することは決してありません。調査は無記名です。ありのままをお答えいただき

ますようお願いします。 

 

設問１．あなたの性別をお答えください 

    １．男性   ２．女性 

 

設問２．あなたの年齢をお答えください 

    １０代  ２０代  ３０代  ４０代  ５０代  ６０代 

 

設問３．あなたの百貨店に対する好意度についてお答えください 

    好き １ ２ ３ ４ 嫌い 

 

設問４．あなたがイメージする百貨店の特徴を下の語群からお選びください（複数回答） 

     

a)高級感がある  b)信頼感がある  c)接実が過剰   d)接実が丁寧 

e)品揃えが豊富  f)品質が良い   g)良いにおい  h)価格が高い 

i)トイレ等の施設がきれい       j)建物等の外観がきれい 

 

設問５．百貨店の雰囲気について下の語群からお選びください （複数回答） 

 

 

 

設問６．百貨店の接実のイメージについてお答えください 

   １．丁寧   ２．どちらでもない   ３．過剰 

設問７．（ケース質問） 

あなたが实際に百貨店に行ったと仮定し、次のパフォーマンス（以下の接実）に対してどう感じるかを評価してください。 

 

①あなたが百貨店で素敵なブランドの財布を見つけ、買おうか迷っていると近くにいた店員が話しかけてきて、色や素材

やデザインの違うものを出してきて、商品に対する説明をしてくれた。 

       １.良い ２.どちらかといえば良い ３.どちらかといえば悪い ４.悪い 

a)入るのに抵抗がある b)高級感がある c)清潔感がある d）店内の居心地がよい  
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②あなたが百貨店で買い物をした際、会計後に出口まで荷物を持ち見送りをしてくれた。 

       １.良い ２.どちらかといえば良い ３.どちらかといえば悪い ４.悪い 

 

③あなたが百貨店で商品を見ていた際、近くにいた店員があなたの質問に備えて、こちらに気を配り、呼ばれればいつで

も来られる状態にしてくれていた。 

       １.良い ２.どちらかといえば良い ３.どちらかといえば悪い ４.悪い 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

立教大学経営学部 高岡ゼミナール中山班 
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補録②―――定性調査 

 

調査期間：2011 年 10 月 6 日～2011 年 10 月 10 日 

調査対象：首都圏在住で 20 代～30 代の男女 

調査人数：22 人 

調査方法：1 対 1 のインタビュー形式 

調査内容：百貨店に関する意識調査 

質問事項： 

① 普段自由に使える金額は月平均でいくらくらいか。 

② 普段どこで買い物をするか。（衣・食・住すべて） 

③ 普段百貨店に行くか。（いつ、どんな時に行くか。なぜ行くのか。など） 

④ 最近百貨店に行ったか。またそのとき何を買ったか。 

⑤ 「百貨店」と聞いてどのようなイメージを抱くか。 

⑥ 百貨店に何を求めるか。 

など、その他対象者の回答に応じて適時質問をした。 

 


